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１ 概要 

農業委員会においては、農地法に基づく農地転用や権利移動等の許認可事務のほか、農地の

利用状況調査により判明した遊休農地所有者に対し利用意向調査を行い、今後の意向を把握す

るとともに、すでに山林化した農地の非農地判断を行い、守るべき農地の明確化や実態に即し

た農地台帳の整備に努めている。 

また、主たる使命である「農地等の利用の最適化の推進」のため、議会の同意を得て市長か

ら任命された農業委員と、農業委員会から委嘱された農地利用最適化推進委員（以下「推進委

員」という。）が、地域の農業者からの相談対応や集落の話合いにおける中心的な役割を担うほ

か、農地中間管理機構等の関係機関と密接に連携しながら、担い手への農地利用の集積・集約

化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進のための活動を積極的に行っている。 

令和５年度は、「人・農地プラン」が法定化されたことに伴い、長崎市が策定することとなる、

目指すべき将来の農地利用の姿を明確化するための「地域計画」の対象となる農地の所有者等

に対し、後継者の有無や、今後の経営意向などを把握するための調査を実施し、その調査結果

を見える化した「目標地図の素案」の作成に取り組む。 

なお、現在の農業委員及び推進委員は令和５年７月１９日に任期満了となり、同年７月２０

日から新たな体制となる。 
 

２ 事業内容 

⑴ 委員報酬             【２９，０２０千円】 

① 月額報酬 （２１，９２１千円） 

      ア 会長（1名）              月額 ６２，７００円 

     イ 農業委員（18名）           月額 ４７，６００円 

     ウ 農地利用最適化推進委員（24名） 月額 ３７，８００円 

   ② 年額報酬  （７，０９９千円） 

※ 農地等の利用の最適化の推進に係る活動及び成果実績報酬 

⑵ 活動経費                           【９，２７０千円】 

① 農地の利用状況調査、利用意向調査及び非農地判断 （１，６８０千円） 

管内農地の利用状況調査を実施し、遊休農地の所有者に対し、農地の利用意向調査を行

い、農地中間管理事業の活用を促すことで、担い手等への農地集約と利用促進を図る。 

また、利用状況調査の結果、農地の現況が一体的に山林化して再生困難な場合は、農  

業委員会総会での審議を経て、非農地判断業務を実施する。 

  

 

 

 

 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 
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② 目標地図の素案作成 （３，０８９千円） 

   長崎市が策定する「地域計画」の対象となる農地の所有者等に対し、今後の経営意向や、  

対象となる農地１筆毎の今後の活用意向等の調査を実施し、今後、地域の協議の場で活用

するために、調査結果を見える化した「目標地図の素案」を作成する。 

③ その他経費（旅費、通信運搬費ほか） （４，５０１千円） 
    

３ 財源内訳 

※１ 長崎県機構集積支援事業交付金 及び 長崎県農地利用最適化交付金 並びに 地域計画策定

推進緊急対策事業費補助金 【補助率:定額】 

※２ 保険料個人負担金 

 

 

事     項 主 な 業 務 

(１) 農委法第６条第１項に基づく業務 

   

農地法その他の法令による、農業委員会の

権限事項 

・ 総会への出席（毎月） 

   農地の権利移動や転用等の許可等 

・ 農地の権利移動や転用等に係る現地確認 

（案件の都度）            

(２) 農委法第６条第２項に

基づく業務 

  農地等の利用の最適化の

推進 

①担い手への
農地利用の
集積・集約化 

・ 農地所有者等への農地の意向調査（随時） 

・ 農地の出し手と受け手の調整（随時） 

・ 農地中間管理機構との連携活動（随時） 

・ 地域（集落）における話し合いへの参加（随時） 

※ 話し合いの場での中心的な役割を担う 

②遊休農地の
発生防止・解
消 

・ 農地パトロール（農地利用状況調査） 

   ※ 重点月間：８月 

・ 遊休農地の利用意向調査 

※ 重点月間：11月～２月 

・ 遊休農地の活用についての相談活動（随時） 

・ 非農地判断業務（随時） 

③新規参入の
促進 

・ 新規就農者、新規参入者への相談活動（随時） 

・ 新規就農者、新規参入者の農地確保に向けて、農地所有

者や地域との調整（随時） 

(３) 農委法第６条第３項に基づく業務 ・ 農業一般に関する情報提供等 

(４) 農委法第38条に基づく業務 
・ 農地等の利用の最適化の推進に関する施策等について

の意見書の提出（年１回） 

※ 表中の農委法：農業委員会等に関する法律 

事 業 費 
財   源   内   訳 

国庫支出金 県支出金 ※１ 地方債 その他 ※２ 一般財源 

千円 

３８，２９０ 

千円 

－ 

千円 

１２，５６９ 

千円 

－ 

千円 

１１ 

千円 

２５，７１０ 

農業委員及び農地利用最適化推進委員の主な業務 
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